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第１章 佐渡市人口ビジョンの策定に当たって 
 

１ はじめに 

   平成 16 年３月に市町村合併した当時、佐渡市町村合併協議会では、平成 27 年

度の本市の人口を、約62,000人と推計していたが、平成27年３月末現在で59,060

人であり、10 年前よりも人口減少のスピードが加速していることがうかがえる。 

また、平成16年と平成25年の３月末日時点での年齢階級別人口を比較すると、

地域の担い手である生産年齢人口（15 歳以上～64 歳以下）が 53.7％から 50.9％

に減少している一方、老年人口（65 歳以上）が 34.4％から 38.6％に増加している。 

このため、本市のあるべき姿として平成 21 年 12 月に策定した「佐渡市将来ビ

ジョン」を平成 25 年 12 月に見直し、人口減少対策、人材育成・確保対策、高齢

者・障がい者対策及び防災対策を早急に取り組まなければならない重要な課題と

とらえ、産業の振興、観光等交流人口の拡大、交通インフラの整備、安全・安心

な地域づくり、佐渡活性化のための人材育成に重点をおいた成長戦略に取り組ん

できたところである。 

そのような中、国において「まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136

号）」が制定され、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」が示されたことに伴い、国と一体となり、まち・ひと・し

ごと創生に取り組むために、佐渡市においても佐渡版の人口ビジョン及び総合戦

略を策定することとした。 

 

２ 佐渡市人口ビジョンの位置づけ 

  佐渡市人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を勘案

し、本市における人口の分析を行い、人口問題に関する市民との認識の共有を目

指すとともに、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものである。 

なお、本ビジョンは、本市のこれまでの人口推移や人口動態推移等を基に、今

後の本市の在り方を示すとともに、佐渡版総合戦略の基盤となるものとする。 

 

３ 佐渡市人口ビジョンの対象期間 

佐渡市人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間に合わせ、2060 年

（平成 72 年）とする。 

なお、市町村のビジョンは、国及び県のビジョンを勘案して策定することとさ

れているが、本市は、他市町村と違い離島であるがゆえの独自の課題を抱えてい

ることから、住民基本台帳や国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」と

いう。）等の統計を参考に、本市独自の推計を基本に策定した。 
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第２章 佐渡市の人口分析 

  

 この章においては、本市のこれまでの総人口の推移と将来的な推計を示し、併せて

それらが将来に与える影響を示した。 

  

１ 人口動向分析 

(１) 佐渡市の総人口の推移 

   本市は、平成 16 年３月に市町村合併し、総人口 70,015 人（平成 15 年度末）の

自治体としてスタートしたが、平成 25 年度末において 60,196 人となり、この 10

年間において年間約 1,000 人ずつが減少している。（グラフ 2-1-1） 

   また、この人口を男女別にみると、男女比率に大きな差は生じていない。 

（グラフ 2-1-2） 
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(３) 産業別就業状況 

  本市の産業別就業状況を見ると、医療・福祉、建設業、製造業に従事する者が

多いが、医療・福祉に従事する人が増加している一方、製造業、建設業に従事す

る人が減少している。（グラフ 2-1-12） 

  男女別で見ると、男性の就業先は、建設業が圧倒的に多く、次いで製造業とな

っている。女性の就業先は、医療・福祉が圧倒的に多く、次いで卸・小売業、製

造業となっている。（グラフ 2-1-13、2-1-14） 

  また、年齢別に見ると、４０代後半から５０代の就業人口が多く、更に、５０

代後半から６０代の就業人口が増加する一方、２０代～３０代前半の就業人口が

減少している。（グラフ 2-1-15） 
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 ３ 人口減少が地域の将来に与える影響の考察 

（１）産業への影響 

生産年齢人口の減少や消費市場の縮小により、中山間地域の農林地の荒廃の進行

や、製造業を始めとする各種産業の構造変化等による地域経済規模の縮小とそれに

伴う雇用の減少が更なる人口流出を引き起こすことが懸念される。 

 

（２）市民生活への影響 

消費市場の縮小に伴う島外資本の小売店舗の撤退や地元商店街の衰退により、市

街地においても、買い物難民の増加が懸念される。 

空き家や空き店舗の増加、更なる保育園や学校の再編・統廃合による遠距離通園・

通学者の増加や地域力の低下が懸念される。 

また、医療技術者や介護職員の不足による医療・介護の質の低下が懸念される。 

 

（３）行政運営への影響 

老年人口の割合の増加に伴う社会保障関連経費の増加と、生産年齢人口の減少に

伴う税収の減少による財政状況の悪化が懸念される。 

さらにこのことから、様々な政策課題への対策のための財源確保や公共インフラ

を始めとする社会資本の維持も困難になることが懸念される。 
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第３章 佐渡市の人口の将来展望 

１ 目指すべき将来の方向 

  今後目指すべき将来の方向は、人口減少を抑制し、年代間・地域間・所得のバラ

ンスのとれた社会を形成することである。そのために、次の取り組みを柱に各種施

策を展開し、人口減少の抑制を図る必要がある。 

  〇質の高い雇用の創出とともに、学校・家庭・地域の連携による人材育成により、

若い世代の地元就職率を高める。 

  〇仕事、住まい、教育等の総合的な支援を通じて、Ｕ･Ｉターンを促進する。 

  〇結婚・出産・育児・教育・就業の一貫した支援により、出生数を増加させる。 

 

 ２ 将来展望のための仮定 

 （１）今後の変化を前提としない推計値 

   本市の将来人口動向がこのまま推移した場合の社人研による 2060 年の推計人

口は、約２万５千人となる。 

 

 （２）出生率のみが向上するとした推計値 

 【仮定パターン１】 

   本市の合計特殊出生率が2020年に人口を維持できる水準とされる2.08となり、

それが 2060 年まで維持されるものとして、社人研のデータをもとに推計した

2060 年の人口は、約３万人となる。 

  

 （３）出生率が向上し社会減が５年毎に 50％ずつ縮小するとした推計値 

【仮定パターン２】 

   本市の合計特殊出生率が仮定パターン１のとおり 2.08 となり、社会減につい

ては、これからも一定の転出があると見込み、今後５年毎に 50％の定率で縮小す

るものとして、社人研のデータをもとに推計した 2060 年の人口は、約３万７千

人となる。 

 

 （４）出生率が向上し社会増減が 2020 年に均衡するとした推計値 

 【仮定パターン３】 

   本市の合計特殊出生率が仮定パターン１のとおり 2.08 となり、なおかつＵ･Ｉ

ターン者の増加により 2020 年に社会増減が均衡するとして、社人研のデータを

もとに推計した 2060 年の人口は、約３万９千人となる。 

 

なお、いずれの仮定も社人研の2015年の推計人口が57,908人であるのに対し、

本市の 2015 年４月の住民基本台帳人口が 59,101 人であることから、2015 年の人

口を 59,101 人と補正し、国から提供されたワークシートを用い推計した。 
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３ 人口の将来展望 

  今後の変化を前提としない推計値については、国際的な金融危機の引き金となっ

た、いわゆるリーマンショックによる世界不況等に伴う厳しい経済社会等の変化の
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もとに算定された社会増減、出生率等の指標が長期にわたり維持される前提での想
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仮定パターン１については、出生率の向上により一定の人口減少の抑制はあるも

のの、年少人口、生産年齢人口、老年人口の年齢階級別人口割合に大きな改善はな
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【資料】 

 

１ 子育て世代へのアンケート 

   ア)アンケートの概要 

   ・調査対象 市内の幼稚園、保育園、子育て支援センター利用者の全保護者 

   ・調査方法 利用施設を通じた配布、回収 

   ・調査時期 平成 27 年５月 

   ・配布数  1,433 

   ・回収数  1,147 

   ・回収率  80.0％ 

   

 イ)アンケート結果の考察 

  仕事をしている保護者（自営業、経営者、雇用者）の割合は、約 81％であり、

子育てと仕事を両立している世帯が多いことがわかる。 

  また、勤務形態としては、正社員が約 51％、パートやアルバイトが約 44％で、

正社員の比率の方が若干多くなっている。 

  理想的な子ども数の 2.9 人に対し、実際の子ども数（予定を含む）は、2.6

人となっている。社人研が実施した第 14 回出生動向基本調査（以下「基本調査」

という。）では、理想的な子ども数が 2.42 人、実際の子ども数が 2.07 人となっ

ており、本市の方がいずれも上回っている。 

  実際の子ども数が理想的な子ども数と同じ、又は、それより多い理由として

は、「兄弟姉妹がいた方が、子どものために良いから」が一番多く、「家族の絆

や幸福感を持てるから」、「配偶者の育児・家事への協力が得られるから」の順

となっている。また、「親の協力が得られるから」も大きな理由となっている。 

  一方、実際の子ども数が理想的な子ども数より少ない理由としては、「子育て

や教育にお金がかかり過ぎるから」と「子育てと仕事の両立が難しい」が多く

なっている。また、子育てと教育にかかる金銭的負担感が大きい時期としては、

「専門学校・大学等」が子育てで約 57％、教育で約 73％と圧倒的に多く、子育

てに関しては「未就学児」の割合が約 18％と高くなっている。 

  子育てと仕事を両立するために必要なこととしては、「配偶者の協力」と「家

族の協力」があわせて 921 件、「育児休業や育児時間制度の充実」が 446 件、「休

日の託児施設」が 366 件等、家族、事業主、行政それぞれの立場での協力が求

められている。 

  「佐渡市は子育てに向いているか」の質問に対しては、約 46％の市民が「向

いている」と考えており、その理由としては、「豊かな自然環境」が一番多く、

「待機児童問題がない（少ない）」や「親の協力が得られる」等、子育てと仕事

の両立面での理由が続いている。     
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〇「理想の人数と同じ、又は、理想の人数より多い」を選んだ方に聞きました。 

実際の子どもの数が、理想の人数と同じ、又は、理想の人数より多かった理由はなんですか。 

（複数回答） 

理想の人数と同じ、又は、多い理由 件数 

兄弟姉妹がいた方が、子どものために良いから 320 

家族の絆や幸福感を持てるから 144 

配偶者の育児・家事への協力が得られるから 119 

親と同居をしていないが、子育ての協力が得られるから 96 

親と同居をしているため、子育ての協力が得られるから 95 

子育てと仕事の両立に対して、職場の理解があるから 41 

子どもの医療費助成や保育料の軽減など経済的支援があるから 30 

その他 38 

合計 883 

（N＝430 人）   

 

〇「理想の人数より少ない」を選んだ方に聞きました。 

実際の子どもの人数が、理想の人数より少なかった理由は何ですか。（複数回答） 

理想の人数より少ない理由 件数 

子育てにお金がかかり過ぎるから 365 

子育てと仕事の両立が難しいから 279 

教育にお金がかかり過ぎるから 228 

育児の心理的、肉体的負担が大きいから 144 

初婚年齢が遅かったから 118 

配偶者の理解や育児・家事への協力が足りないから 64 

親の協力が得られないから 59 

子どもが大きくなる頃の社会環境が不安だから 43 

配偶者が望まないから 37 

その他 216 

合計 1,553 

（N＝711 人）   
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〇佐渡市の子育て支援策で、知っているものは何ですか。 

知っている子育て支援策 知っている（件数） 認知割合（％） 

子どもの医療費の助成 1,015 88.5 

子どものインフルエンザ予防接種の助成 1,012 88.2 

保育園の延長保育 978 85.3 

妊婦健康診査の無料化 896 78.1 

子育てエンジョイカード 887 77.3 

子育て支援センター 885 77.2 

保育料 2人目の無料化 873 76.1 

児童館・学童保育（児童クラブ） 837 73.0 

ファミリーサポートセンター 542 47.3 

就学援助制度（小・中学生が対象） 474 41.3 

奨学金制度（高校～大学生対象） 425 37.1 

子ども若者相談センター 420 36.6 

島外特定不妊治療の支援 187 16.3 

（N＝1,147 人） 

 

 

 〇知っている子育て支援策で、評価しているものは何ですか。 

  ※支援策の並びは、評価している件数の多い順 

※評価割合は、「知っている（件数）」を分母、「評価している（件数）」を分子として算出 

知っている支援策のうち評価しているもの 評価している（件数） 評価割合（％） 

子どもの医療費の助成 763 75.2 

妊婦健康診査の無料化 722 80.6 

子どものインフルエンザ予防接種の助成 700 69.2 

保育料 2人目の無料化 621 74.2 

保育園の延長保育 545 55.7 

子育て支援センター 369 41.7 

児童館・学童保育（児童クラブ） 348 41.6 

子育てエンジョイカード 228 25.7 

就学援助制度（小・中学生が対象） 196 41.4 

奨学金制度（高校～大学生対象） 174 40.9 

ファミリーサポートセンター 133 24.5 

島外特定不妊治療の支援 130 69.5 

子ども若者相談センター 110 26.2 
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２ 高校生へのアンケート 

   ア)アンケートの概要 

   ・調査対象 市内の高等学校に通学する全生徒 

   ・調査方法 高等学校を通じた配布、回収 

   ・調査時期 平成 27 年６月 

   ・配布数  1,470 

   ・回収数  1,127 

   ・回収率  76.7％ 

   

 イ) アンケート結果の考察 

   佐渡への愛着度については、「とても感じる」と「感じる」が約 64％、「あ

まり感じない」と「感じない」が約８％となっており、半数以上の高校生が

佐渡へ愛着を感じている。 

佐渡への定住意識については、「ずっと住み続けたい」と「いずれは戻りた

い」が約 37％、「佐渡以外に住みたい」が約 38％となっている。 

佐渡に住みたい理由としては、「家族や親せきがいる」が 229 件、「自然環

境に恵まれている」が 148 件と多い。また、佐渡以外に住みたい理由として

は、「希望する就職先がない」と「買い物などが不便」がそれぞれ 150 件と多

くなっている。 

将来就きたい職業としては、「公務員」が 224 件、「保健・医療関連」が 204

件、「児童福祉関連」が 125 件と多い一方、「まだ決まっていない」も 231 件

あった。仕事に対して求めることは、「やりがいや達成感」が 764 件、「生活

のために必要な収入を得る」が 590 件、「安定した企業」が 459 件と多い。 

今後の佐渡の活性化については、「幹線道路などの社会資本の整備」、「佐渡

金銀山の世界遺産登録」、「観光客に対するおもてなしの向上」、「都市圏への

航空路開通」に、力を入れた方が良いと考えている高校生が多い。 

   結婚観については、「子どもを持ち、家庭を築く喜びがある」が 722 件、「好

きな人とずっと一緒に暮らせる」が 529 件と圧倒的に多い一方、「家事や育児

が大変」が 325 件、「責任や義務が生じて大変」が 198 件あった。 

結婚年齢については、30 歳までに結婚したいと考えている割合が、男性で

約 73％、女性で約 81％であり、社人研の基本調査での初婚年齢実態の男性

29.8 歳、女性 28.5 歳と比べて、大きな差はないものと思われる。 

   子どもを持つことについては、「家族の絆や幸福感をもてる」が 622 件、「子

育てをとおして人間的に成長」が 577 件、「人間として自然なこと」が 375 件

等肯定的な意見が多い。 

   子ども数については、2.0 人を希望しており、子育て世代へのアンケート

結果である理想的な子ども数の 2.9 人や実際の子ども数の 2.6 人を下回って

いる。 
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３ 市民へのアンケート 

   ア)アンケートの概要 

   ・調査対象 18 歳以上の市民（無作為抽出） 

   ・調査方法 郵送による配布、回収 

   ・調査時期 平成 27 年５月～６月 

   ・配布数  3,000 

   ・回収数  1,415 

   ・回収率  47.2％ 

 

   イ) アンケート結果の考察 

   佐渡への定住意識については、「ずっと住み続けたい」が 72.7％で、平成

21 年の調査時点での 64.1％より多くなっている。また、住み続けたい理由と

して、前回調査では、「家族や家屋・土地がある」が約 71％、「愛着がある」

が約 14％、「生活に満足している」が約７％、「仕事がある」が約５％であっ

たが、今回の調査では、「家族や家屋・土地がある」が約 63％、「愛着がある」

が約 16％、「生活に満足している」が約 15％、「仕事がある」が約４％となっ

ており、「生活に満足している」の割合が大きく増えている。 

   佐渡が「住みやすい」と思う点としては、「自然に恵まれている」が 1,055

件、「長年住み慣れている」が 961 件、「食べ物がおいしい」が 527 件と多い。 

一方、「住みにくい」と思う点としては、「良い仕事先がない」が 645 件、「医

療体制が整っていない」が 515 件、「買い物などの日常生活が不便」が 410 件

となっている。 

   災害への不安は、「地震」、「火災」、「津波」の順となっており、約７割の市

民が「地震」への不安を感じている。 

高齢期になったときの生活について、「非常に不安を感じる」と「少し不安

を感じる」が、合わせて約 84％となっている。不安を感じる理由としては、

「自分自身の健康・介護」が 1,031 件と最も多く、「家族の健康・介護」が 610

件、「生活費」が 524 件と続いている。 

今後の佐渡の活性化については、「観光客に対するおもてなしの向上」、「佐

渡航路の利便性の向上」、「担い手や人材の育成」、「定住対策による移住者の

増加」、「地産地消の確立」、「子育て支援による出生数の増加」、「佐渡金銀山

の世界遺産登録」を３割以上の市民が必要と考えている。 

アンケート対象者のうち 49 歳以下の未婚者の割合は、約 37％となっており、

結婚していない理由として、「まだ、若すぎる」、「適当な相手にめぐり会わな

い」、「異性と出会う機会がない」、「異性とうまくつきあえない」、「収入が少

ない」、「結婚資金が足りない」とした結婚願望があると考えられる回答割合

は約 70％となっている。また、未婚者の婚活パーティへの参考意向は、「必要

性がないので参加しない」が約 38％、「恥ずかしいので参加しない」が約 20％
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となっている。 

全年齢層に対して、子育てと教育にかかる金銭的負担感が大きい時期をた

ずねたところ、「専門学校・大学等」が子育てで約 75％、教育で約 83％とな

っており、子育て世代へのアンケート結果（約 57％と約 73％）より多い。 

同じく、子育てと仕事を両立するために必要なことをたずねたところ、子

育て世代へのアンケート結果と同じように、家族、事業主、行政それぞれの

立場での協力が必要であるとなっている。 

 

 

 

〇佐渡市の活性化のために、何に力を入れたら良いと思いますか。（複数回答） 

 

活性化のために力を入れると良いこと 件数 
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子育て支援による出生数の増加 486 

佐渡金銀山の世界遺産登録 455 

環境（エコ）に配慮した農林水産業の推進 291 

トキなどを活用した佐渡ブランドの確立 268 

都市圏への航空路開通 224 

高付加価値型産業への転換 192 

異業種参入の推進 190 
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無回答 69 

合計 5,406 

（N＝1,415） 
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